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   岩倉市市民参加条例（素案） 

 

第１章 総則 

（目的） 

第１条 この条例は、岩倉市自治基本条例（平成２４年岩倉市条例第３１号。

以下「自治基本条例」といいます。）第１０条第４項及び第１２条第２項の規

定に基づき、市民参加及び協働並びに住民投票に関し基本的な事項を定める

ことにより、市民の意見を広く市政に反映させること及び協働によるまちづ

くりの推進を目的とします。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによります。 

（１）市民 自治基本条例第３条第１号に規定する市民をいいます。 

（２）投票資格者 住民投票における投票の資格を有する者をいいます。  

（３）審議会等  地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３

項に規定する附属機関及びこれに類するものをいいます。  

（４）アンケート 広く市民の意識を把握するために、執行機関が調査項目を

設定して、一定期間内に市民から回答を求める調査をいいます。  

（５）意見交換会 広く市民の意見を直接聴くために、市民と執行機関又は市

民同士が議論することを目的として開催する集まりをいいます。  

（６）公聴会 市政に係る政策等の案に対して、賛成の意見と反対の意見が存

在する場合において、市民の意見を聴くために開催する会議をいいます。  

（７）市民討議会 潜在的な市民の意見を施策に反映する必要がある場合にお

いて、執行機関が無作為抽出により市民を選出して開催する集まりをいいま

す。 

（８）パブリックコメント手続  計画の策定、条例の制定等に当たり、その案

その他必要な事項をあらかじめ公表して広く市民の意見を募集し、それらの

意見及び当該意見に対する執行機関の考え方を公表する一連の手続をいい

ます。 

（９）政策提案制度  市民が具体的な政策を提案し、その提案に対し、執行機

関が多面的かつ総合的に検討し、意思決定を行うとともに、その提案の概要、

執行機関の考え方等を公表する一連の制度をいいます。  

（１０）市民委員登録制度  市民参加の裾野を広げ、新たな人材を発掘するた

めに、審議会等の委員の候補者としてあらかじめ市民を登録する制度をいい
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ます。 

（市民の役割）  

第３条 市民は、市政及びまちづくりについて、関心を持ち理解するよう努め

ます。 

２ 市民は、市政及びまちづくりへの積極的な参加や協働によるまちづくりを

行うことができます。 

３ 市民は、互いを理解し尊重するよう努めます。  

（議会の責務） 

第４条 議会は、岩倉市議会基本条例（平成２３年岩倉市条例第１号）に基づ

き、市民参加及び協働に努めるものとします。  

（執行機関の責務） 

第５条 執行機関は、市政及びまちづくりに関する情報を積極的に市民に提供

するものとします。 

２ 執行機関は、市民参加の機会を公平に提供するとともに、市民との協働を

積極的に推進するものとします。 

３ 執行機関は、市民参加及び協働を推進するため、必要な施策を実施し、環

境の整備を行うものとします。 

（職員の責務） 

第６条 職員は、市民参加及び協働を推進するため、この条例の趣旨を理解し、

誠実に職務を遂行するものとします。 

 

第２章 市民参加の手続 

（市民参加の手続の対象） 

第７条 執行機関は、次に掲げる事項（以下「対象事項」といいます。）を実施

しようとするときは、市民参加の手続を行わなければなりません。  

（１）総合計画その他基本的な事項を定める計画等の策定、見直し及び評価  

（２）基本的な方針を定める条例又は市民に義務を課し、若しくは権利を制限

することを内容とする条例の制定又は改廃  

（３）広く市民の公共の用に供される施設の設置又は廃止に係る計画等の策定

又は変更 

（４）市民生活に大きな影響を及ぼす制度の導入又は改廃  

２  執行機関は、前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当すると

認めるときは、市民参加の手続の対象としないことができます。  

（１）軽易なもの 
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（２）緊急に行わなければならないもの 

（３）法令の規定により事務事業等の実施の基準が定められており、その基準

に基づいて実施するため、市民参加の手続の結果を反映しがたいもの  

（４）法令の規定により別に市民参加の手続と同様の手続について定められて

いるもの 

（５）市税の賦課徴収その他金銭の徴収に関するもの  

（６）執行機関の権限に属さないもの 

（市民参加の手続の方法）  

第８条 執行機関は、前条第１項の規定による市民参加の手続を行うときは、

より多くの市民の意見を反映するため、次に掲げる方法のうちから、複数の方

法により行うよう努めなければなりません。   

（１）審議会等の設置  

（２）アンケートの実施 

（３）意見交換会等（意見交換会、公聴会及び市民討議会をいいます。）の開催 

（４）パブリックコメント手続  

２  市民以外の者で当該事項について利害関係を有するものがあるときは、市

民参加の手続に準じた方法で、それらの者の意見を聴くよう努めるものとしま

す。 

（市民参加の手続の実施予定及び実施状況の公表） 

第９条 執行機関は、年度当初に、その年度の市民参加の手続の実施予定を取

りまとめ、これを公表するとともに、市民参加の手続を実施するときは、その

都度、適切な時期にその実施内容について、公表するものとします。  

２  執行機関は、次の各号に掲げる市民参加の手続を実施したときは、それぞ

れ各号に定める情報を、速やかに公表しなければなりません。会議等が非公開

で行われた場合又はその情報に非公開情報（岩倉市情報公開条例（昭和６３年

岩倉市条例第１８号）第６条第１項各号に定める情報をいいます。）が含まれ

ているときも、非公開情報以外の情報は公表するよう努めます。  

（１）審議会等の会議、意見交換会、公聴会及び市民討議会  会議録及びこれ

らの会議等で述べられた意見に対する執行機関の検討結果  

（２）アンケート 集計結果 

（３）パブリックコメント  対象事項の題名、対象事項の案の公表の日、提出

された意見又はその概要（提出された意見がなかった場合にあっては、その

旨）並びに提出された意見を検討した結果及びその理由  

（４）政策提案手続 提案の内容、提案に対する検討の結果及びその理由  
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３  執行機関は、前年度の市民参加の手続の実施状況を取りまとめ、これを公

表するものとします。 

（審議会等の委員） 

第１０条 執行機関は、審議会等の委員の選任に当たっては、法令の規定によ

り委員の構成が定められている場合を除き、原則として公募により選任する市

民及び市民委員登録制度により登録された市民を含めるものとします。  

２  執行機関は、審議会等の委員の選任に当たっては、男女比、年齢構成、委

員の在職年数及び他の審議会等の委員との兼職状況等に配慮し、より多くの市

民に参加の機会が与えられるよう努めるものとします。  

３  執行機関は、審議会等の委員を選任したときは、原則として委員の氏名、

選任区分及び任期を公表するものとします。  

（審議会等の会議の公開） 

第１１条 審議会等の会議は、公開するものとします。ただし、次の各号のい

ずれかに該当する場合は、会議を公開しないことができます。  

（１）法令等の規定により公開しないこととされている場合   

（２）非公開情報が含まれている場合 

（３）会議を公開することにより、公平かつ円滑な議事運営に支障が生ずると

認められる場合 

２  執行機関は、市民参加の手続として審議会等の会議を開催しようとすると

きは、あらかじめ開催日時、開催場所、傍聴の手続等を公表しなければなりま

せん。 

（アンケートの実施） 

第１２条 執行機関は、アンケートを実施するに当たっては、その目的を明ら

かにし、回答に必要な情報を併せて提供しなければなりません。  

（意見交換会の開催） 

第１３条 執行機関は、意見交換会を開催しようとするときは、あらかじめ開

催日時、開催場所、議題等を公表しなければなりません。  

（公聴会の開催）  

第１４条 執行機関は、公聴会を開催しようとするときは、あらかじめ次に掲

げる事項を公表しなければなりません。   

（１）公聴会の開催の日時及び場所   

（２）政策等の案及び案に関する資料  

（３）公聴会に出席して意見を述べることができる者の範囲   

（４）公聴会に出席して意見を述べることを希望する場合の意見の提出先、提
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出方法及び提出期間  

（５）前各号に掲げるもののほか、公聴会の開催に当たり必要と認める事項  

２  執行機関は、意見の提出期間内に意見の提出がなかったときは、公聴会を

中止し、その旨を速やかに公表するものとします。  

３  公聴会は、市長が指名する者が公聴会の議長となり、公聴会の議長が公聴

会を主宰します。  

４  公聴会の議長は、公聴会を開催したときは、その都度、公聴会で述べられ

た意見等を記録し、市長に報告しなければなりません。  

（公聴会の公述人）  

第１５条 市民は、対象事項に対する賛否及びその理由を記載した書面をあら

かじめ提出することにより、公聴会で意見を述べることを申し出ることができ

ます。 

２   執行機関は、必要と認めるときは、対象事項に関し識見を有する者に意見

を求めることができます。 

３ 公聴会において意見を述べることができる者（以下「公述人」といいます。）

は、第１項の規定による申出をした者及び前項の識見を有する者の中から執行

機関が決定します。この場合において、その案件に対し賛成者及び反対者があ

るときは、一方の意見に偏らないように公述人を決定しなければなりません。 

（市民討議会の開催） 

第１６条 執行機関は、市民討議会の開催に当たり、住民基本台帳から無作為

に抽出した年齢満１８歳以上の者に対し、参加を依頼します。   

２ 市民討議会の参加者に対しては、謝礼を支払うこととします。  

３ 執行機関は、市民討議会を開催しようとするときは、あらかじめ開催日時、

開催場所、議題等を公表しなければなりません。  

（パブリックコメント手続の実施）   

第１７条 執行機関は、パブリックコメント手続により意見を求めようとする

ときは、次に掲げる事項を事前に公表しなければなりません。   

（１）対象事項の案及び当該案に関する資料  

（２）対象事項の案を作成した趣旨、目的又は背景  

（３）意見の提出先、提出方法及び提出期限  

（４）前各号に掲げるもののほか、パブリックコメント手続の実施に当たり必

要と認める事項 

（パブリックコメント手続における意見等の提出方法等）   

第１８条 パブリックコメント手続における意見等の提出方法は、次のとおり
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とします。  

（１）郵便等 

（２）ファクシミリ 

（３）電子メール 

（４）執行機関が指定する場所への書面の持参  

（５）前各号に定めるもののほか、執行機関が認める方法  

２  パブリックコメント手続における意見等の提出期間は、３０日以上としま

す。ただし、特別の事情があるときは、執行機関は、理由を併せて公表した上

で、これよりも短い期間を設けることができます。   

３  パブリックコメント手続により意見等を提出しようとする者は、住所、氏

名その他執行機関が必要と認める事項を明らかにしなければなりません。   

４  執行機関は、パブリックコメント手続により提出された意見を考慮して、

対象事項についての意思決定を行わなければなりません。  

（政策提案手続） 

第１９条 市民は、市民１０人以上の連署をもって、その代表者から市政に関

わる現状の課題、提案の内容、予想される効果等を記載した具体的な政策を執

行機関に対して提案することができます。  

２  執行機関は、政策提案手続により提案を求めようとするときは、次に掲げ

る事項を事前に公表しなければなりません。   

（１）提案を求める政策の目的  

（２）提案することができるものの範囲  

（３）提案方法及び提出期間   

（４）前各号に掲げるもののほか、提案を求めるに当たり必要な事項  

３  執行機関は、政策提案手続により提案があった場合には、その提案の内容

を公表するとともに、提案のあった政策について総合的に検討し、検討の結果

及びその理由を当該提案に係る代表者に通知しなければなりません。ただし、

結果が出るまで６月以上かかる場合は、６月を超えないごとに検討状況を当該

検討にかかる代表者に通知することとします。  

（市民委員登録制度） 

第２０条 市長は、審議会等への市民参加を促進するため、市政に関心を持つ

市民をあらかじめ登録するものとします。  

２  市長は、登録された市民を審議会等の委員に、公募とは別に、選任するよ

う努めるものとします。 
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第３章 住民投票 

（住民投票に付することができる事項）  

第２１条 住民投票に付することができる事項は、第７条第１項各号に掲げる

もののうち、市全体に重大な影響を及ぼす事項で、住民に直接その意思を確認

する必要があると認められるものとします。  

２ 次に掲げる事項は、住民投票に付することができません。  

（１）法令の規定により住民投票を行うことができる事項  

（２）執行機関の組織、人事及び財務に関する事項  

（３）もっぱら特定の市民又は地域にのみ関係する事項  

（４）前各号に定めるもののほか、住民投票に付することが適当でないと明ら

かに認められる事項 

（投票資格者の要件） 

第２２条 投票資格者は、年齢満１８歳以上の日本国籍を有する者で、引き続

き３月以上岩倉市に住所を有する者とします。  

２  前項の規定にかかわらず、次の各号のいずれかに該当する者は、住民投票

における投票の資格を有しません。 

（１）公職選挙法第１１条第１項若しくは第２５２条、政治資金規正法（昭和

２３年法律第１９４号）第２８条又は地方公共団体の議会の議員及び長の選

挙に係る電磁的記録式投票機を用いて行う投票方法等の特例に関する法律

（平成１３年法律第１４７号）第１７条第１項から第３項までの規定（以下

「公選法等規定」といいます。）により選挙権を有しない者  

（２）投票資格者名簿に登録されていない者 

（３）投票資格者名簿に登録された者であっても投票日の当日（第３２条の規

定による投票にあっては、投票しようとする日）に前項の規定に該当しない

者 

（住民投票の実施の請求等） 

第２３条 投票資格者は、その総数の５０分の１以上の者の連署をもって、そ

の代表者から市長に対し、住民投票の実施を請求することができます。  

２  市長は、前項の請求があったときは、意見を付けてこれを議会に付議しな

ければなりません。 

３  議員は、議員の定数の１２分の１以上の者の賛成を得て、住民投票の実施

を発議することができます。 

４  市長は、前２項の場合において、議会が出席議員の過半数の賛成により可

決したときは、住民投票を実施しなければなりません。  
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５  市長は、第１項の請求に係る署名者数が投票資格者総数の４分の１を超え

たときは、第２項及び前項の規定によることなく、住民投票を実施しなければ

なりません。 

６ 市長は、自ら住民投票を発議し実施することができます。 

（住民投票の形式） 

第２４条 住民投票は、二者択一で賛否を問う形式によるものでなければなり

ません。 

(住民投票の執行) 

第２５条 住民投票は、市長が執行するものとします。  

２  市長は、地方自治法第１８０条の２の規定に基づき、その権限に属する住

民投票の管理及び執行に関する事務を岩倉市選挙管理委員会（以下「選挙管理

委員会」といいます。）に委任するものとします。  

３  選挙管理委員会の委員は、自ら住民投票の実施の請求をし、及びこれに必

要な署名の収集をすることはできません。  

（代表者証明書等の交付等） 

第２６条 第２３条第１項の規定により住民投票の実施を請求しようとする者

の代表者（以下「請求代表者」といいます。）は、市長に対して、住民投票に

付そうとする事項、その趣旨その他必要な事項を記載した請求書をもって同項

の請求をし、かつ、請求代表者であることの証明書（以下「代表者証明書」と

いいます。）の交付を受けなければなりません。  

２  市長は、前項の規定による申請があった場合において、請求代表者が投票

資格者であることを確認したときは、速やかに請求代表者に代表者証明書を交

付し、その旨を公表するとともに、選挙管理委員会に通知しなければなりませ

ん。 

３  前２条に定めるもののほか、住民投票の実施の請求のために行う署名につ

いては、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第７４条の２及び第７４条の

３の規定の例によるものとします。 

（要旨の公表等）  

第２７条 市長は、第２３条第４項から第６項までの規定により住民投票を実

施することとなったときは、直ちにその要旨を公表するとともに、選挙管理委

員会にその旨を通知しなければなりません。  

（投票資格者名簿の調製と登録） 

第２８条 選挙管理委員会は、第２６条第２項の規定による通知があったとき

は、別に規則で定めるところにより、投票資格者名簿を調製し、投票資格者総
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数の５０分の１及び４分の１の数を告示しなければなりません。 

２  選挙管理委員会は、住民投票を行う場合においては、別に規則で定めると

ころにより、第２９条第２項の規定による告示の日の前日 (年齢については、

当該住民投票の期日)現在における投票資格者を投票資格者名簿に登録しなけ

ればなりません。 

３  選挙管理委員会は、第２９条第３項の規定により住民投票の期日を変更し

たときは、同条第４項の規定による告示の日の前日 (年齢については、当該変

更後の住民投票の期日)現在における投票資格者を投票資格者名簿に登録しな

ければなりません。 

（投票日） 

第２９条 選挙管理委員会は、第２７条の規定による通知があったときは、そ

の旨を告示し、その日から起算して３０日を経過し、９０日を超えない範囲内

において住民投票の期日（以下「投票日」といいます。）を定めるものとしま

す。 

２  選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を定めたときは、当該投票日

を当該投票日の７日前までに告示しなければなりません。  

３  選挙管理委員会は、第１項の規定により定めた投票日に衆議院議員若しく

は参議院議員の選挙、愛知県の議会の議員若しくは長の選挙、本市の議会の議

員若しくは長の選挙又は国民投票が行われるとき、その他選挙管理委員会が特

に必要があると認めるときは、当該投票日を変更することができます。  

４  選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を変更したときは、変更後の

投票日とその変更理由を付して速やかに告示しなければなりません。  

（投票所等） 

第３０条 投票所及び第３２条に規定する期日前投票の投票所（次項において

「期日前投票所」といいます。）は、選挙管理委員会の指定した場所に設けま

す。 

２  選挙管理委員会は、前条第２項の規定による告示の日に投票所及び期日前

投票所を告示しなければなりません。 

（投票の方法等） 

第３１条 投票は、一人一票とし、秘密投票とします。  

２  投票人は、投票日の当日、自ら投票所に行き、投票資格者名簿の抄本の対

照を経て、投票をしなければなりません。  

（期日前投票等） 

第３２条 投票人は、前条の規定にかかわらず、別に規則で定めるところによ
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り期日前投票又は不在者投票をすることができます。  

（代理投票等） 

第３３条 身体の故障その他の理由により、自ら投票用紙に記載することがで

きない投票人は、別に規則で定めるところにより代理投票又は点字投票をする

ことができます。 

（無効投票） 

第３４条 次に掲げる投票は、無効とします。 

（１）所定の投票用紙を用いないもの 

（２）白紙投票 

（３）投票の意思が明らかに判別し難いもの  

（４）他事の記載により投票の秘密を脅かすと認められるもの  

２  選挙管理委員会は、分かりやすい投票の方法に配慮し、無効票が生じない

よう努めるものとします。 

（情報の提供） 

第３５条 市長は、住民投票を実施するときは、当該住民投票に関し必要な情

報を広報紙等により提供しなければなりません。  

２  市長は、前項に規定する情報の提供に際しては、住民投票に係る事項につ

いての中立性の保持に努めるものとします。  

（投票運動） 

第３６条 住民投票に関する投票運動は、買収、脅迫等投票資格者の自由な意

思が拘束され、又は不当に干渉されるものであってはなりません。  

（投票結果の告示） 

第３７条 選挙管理委員会は、住民投票が実施されたときは、開票結果を告示

しなければなりません。 

（投票結果の尊重） 

第３８条 議会及び市長は、投票資格者に占める有効投票総数の割合を考慮し

た上で、住民投票の結果を尊重しなければなりません。  

（再請求の制限期間） 

第３９条 この条例による住民投票が実施された場合は、その結果が告示され

てから３年が経過するまでの間は、同一の事項又は当該事項と同旨の事項につ

いて住民投票を行うことはできません。  

（投票及び開票） 

第４０条 この章に定めるもののほか、投票時間、投票場所、投票立会人、開

票時間、開票場所、開票立会人、期日前投票、不在者投票その他住民投票の投
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票及び開票に関しては、公職選挙法（昭和２５年法律第１００号）、公職選挙

法施行令（昭和２５年政令第８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総

理府令第１３号）並びに岩倉市公職選挙管理規程（平成１５年９月２９日選管

訓令第２号）の規定の例によるものとします。 

 

第４章 協働 

（協働を進める上での基本原則） 

第４１条 市民及び執行機関は、協働を進める際には、以下の原則に従うもの

とします。 

（１）補完性の原則 それぞれの役割や責任を明確にし、互いに補完します。  

（２）相互理解の原則 互いの立場や特性の違いを理解し、尊重します。  

（３）共有の原則 目的、目標及び情報を互いに共有します。  

（４）対等性の原則 互いの主体性を認め合い、対等なパートナーとして取り

組みます。 

（５）公開性の原則 事業の経過や結果等の情報の公開に努め、透明性を確保

します。 

（６）自主・自立の原則 自主性を持ち、かつ自立して活動に取り組みます。  

（協働の取組） 

第４２条 執行機関は、市政における政策の形成、執行及び評価（以下「政策

形成等」といいます。）を行う場合には、市民との協働により実施するよう努

めるものとします。 

２ 協働による政策形成等が行われた場合には、その経過、決算、結果等の情

報を公表するものとします。 

３ 協働による政策形成等は、事業協力、事業共催などの他、行政から市民へ

の補助及び助成並びに後援及び事業委託など多様な形態があります。  

（公益的活動の支援） 

第４３条 執行機関は、地域団体や市民活動団体（以下、団体等といいます。）

が実施する公益的な活動に対し、次に掲げる支援をすることができます。  

（１）財政的支援 

（２）情報提供 

（３）前各号に掲げるもののほか、執行機関が必要と認める事項  

２ 市民は、公益的な活動を実施する団体等を支援するとともに、自らも活動

に積極的に参加するよう努めるものとします。  
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３ 団体等は、公益的な活動に積極的に取り組むとともに、支援を受けるに当

たっては活動の公益性や透明性を高め市民の理解を得るよう努めるものとし

ます。 

（中間支援組織の設置） 

第４４条 執行機関は、市民との協働が円滑かつ効果的に取り組まれるよう中

間支援組織を設けるものとします。 

（協働によるまちづくりを担う人材）  

第４５条 市民及び執行機関は、協働によるまちづくりを担う人材の発掘及び

育成に努めるものとします。 

２ 市民は、協働によるまちづくりを担う主体としての自覚を持ち、識見や資

質を高めるよう努めるものとします。 

 

第５章 その他 

（審議会による検証等） 

第４６条 この条例に基づく市民参加及び協働の推進についての検証等は、岩

倉市自治基本条例第２５条第３項で定める審議会により行うものとします。 

（条例の見直し） 

第４７条 市長は、前条の規定による検証を踏まえ、社会情勢及び市民参加の

状況に応じて、この条例の見直しを行うものとします。  

（委任） 

第４８条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

市長が別に規則で定めます。 

 

附則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２８年４月１日（以下「施行日」といいます。）から施行

します。 

（経過措置） 

２ 施行日から平成２８年６月１８日までの間における第２２条第２項第１号

の規定は、年齢満１８歳以上２０歳未満の者を公職選挙法第９条第２項に規

定する選挙権を有するものとみなして適用します。  


